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4日本及び諸外国におけるUWB無線システムの技術基準
項目 日本 欧州（ETSI） 米国 中国 韓国

根拠規定 無線設備規則第49条の
27、告示第475号、第
507号、第166号

ECC/DEC/(06)04
ECC/DEC/(12)03
決議 (EU) 2019/785

FCC規則パート15（無線
周波数デバイス）サブ
パートF（UWB運用）

超寛帯（UWB）技術周波
数使用規定

申告せず開設すること
ができる無線局の無線
設備の技術基準（科学
技術情報通信部告示第
2019-105号）

周波数帯 3.4-4.8 GHz
7.25-10.25 GHz

3.1-4.8 GHz
6.0-9.0 GHz

3.1-10.6 GHz 4.2-4.8 GHz
6.0-9.0 GHz

3.735-4.8 GHz
6.0-10.2 GHz

空
中
線
電
力

平均値 平均電力-41.3 dBm/MHz
以下

規制なし 規制なし 規制なし 規制なし

ピーク値 尖頭電力0dBm/50MHz 規制なし 規制なし 規制なし 規制なし

E
I
R
P

制
限

平均値 EIRPは、絶対利得0dBi
の空中線に上記の電力
を加えたときの値が上
記以下となる場合、そ
の低下分をアンテナ利
得で補える。

-41.3 dBm/MHz 以下 -41.3 dBm/MHz 以下 -41.0dBm/MHz 以下 -41.3 dBm/MHz 以下

ピーク値 0dBm/50MHz 0dBm/50MHz 規制なし 0dBm/50MHz

空中線利得 絶対利得 0 dBi 以下 規制なし 規制なし 規制なし 規制なし

周波数帯域幅 450 MHz 以上 50MHz 以上 500MHz 以上 500MHz 以上 450MHz 以上

干渉軽減機能 • 3.4-4.8 GHzは以下の干
渉軽減機能が必要

• 15kHzの帯域幅fで
-36dBmの同一周波数を
検知した場合空中線電
力を-70dBm/MHz以下と
する

• 信号検出時間を5秒以上
• 信号検出確率99%以上
• 信号検出間隔60秒以上

• 3.1-4.8GHzはDAA及び
LDCが必要

• 8.5-9.0GHzはDAAが
必要

• （注記）

• 不要 • 4.2-4.8GHzはDAAが無い
場合の送信電力密度は
-70dBm/MHz に制限

• 3.735-4.8GHzはLDCが
必要

• 6.0-7.2GHzはLDCが
必要

（ただし、屋外固定UWB
機器は利用不可）

（注記）3.8-4.2 GHz及び6-8.5 GHzを使用する車両アクセスシステムにおいてLDCが適用される場合で（6-8.5 GHzはTPCが適用）、送信前トリガー
（trigger-before-transmit）の干渉軽減技術を使用する場合は、外部制限要件は適用されない。

略語 DAA: Detect and Avoid、LDC: Low Duty Cycle、TPC: Transmit Power Control



5日本及び諸外国におけるUWB無線システムの技術基準（続き）

項目 日本 欧州（ETSI） 米国（FCC） 中国 韓国

屋外利用
（詳細）

7.587 -8.4 GHzの屋外
利用は可能

屋外利用可
ただし、屋外の固定設置
あるいは固定アンテナの
運用を認めない。
また、自動車や列車に
搭載されたUWB機器使用
は、干渉軽減技術が必要。
（仰角0°以上への外部
への放射は-53.3dBm/MHz 
以下）

屋外利用可
ただし、用途毎に制限
あり。※１

電波天文台の周辺1km以
内では利用不可。

屋外利用可
ただし、3.735-4.8GHz
の屋外固定利用の場合、
連続送信時間は5ミリ秒
以下、休止時間は1秒
以上とする。

（参考）
航空機、船舶、
衛星等での利用
制限

利用不可 制限あり
• 船舶及び衛星では
利用不可

• 航空機内では
6.0-8.5GHzについて、
電波天文（メタノール
線）及び固定衛星業務、
気象衛星業務の保護の
ための制限付で使用可

玩具の操作を含め、
利用不可

利用不可 航空機、船舶、衛星放送、
模型飛行機への適用を
禁止

※１
地中探査レーダー・壁探知システム：運用は、法執行機関、緊急救助隊等に限定。
監視システム：法執行機関、緊急救助隊、又は、製造業、石油、電力の免許人が運用する固定監視システムに制限。
医療画像診断システム：免許を有する医療関係者の指示又は監督の下で利用される画像診断に制限。
ハンドヘルドUWBシステム：対向する受信機が存在する場合にのみ送信可能。対向受信機からのACK（acknowledgement）を受信できない場合には

10秒以内に送信を停止する、又は、10秒毎にACKの確認を行う。ただし、通信リンクの確立又は再確立に使用する周期的な信号を除く。























16その他

将来、UWB無線システムの実態等の前提に変更が生じるなどUWB無線システムと既存無線システ

ムとの干渉が問題となるようなケースが生じる場合には、速やかに技術的条件の見直し等を行うこと

とし、UWB無線システムの製造業者等においては、既存無線システムの混信の除去に積極的に対応

することが必要である。

また、今回の検討は、屋内利用と同等レベルの技術基準でUWB無線システムを屋外でも利用可能と

するための技術的条件を検討したものであるが、将来、UWB無線システムの技術基準を見直す、ある

いは、新たな技術基準を整備する必要が生じた際は、医療機器や通信機器以外の機器の電磁障害や

キャリアセンスなどの機能についても、併せて検討することが必要である。

今後の検討課題について

• UWB無線システムから発射される電波については、屋内利用で可能な7.25GHzから10.25GHzの

3GHz幅を想定した場合においても最大送信電力は0.22mWとなり、送信空中線からの距離が

2.7mm以上であれば電磁界強度指針の値よりも低くなる。

• 人体から20cm以内に近接して利用される場合は、電波防護指針における局所吸収指針に適合する

必要があるが、六分間平均での電波の平均電力が無線設備規則に定める規定値に満たないため、

特段支障はない。

電波防護指針への適合



17【参考】陸上無線通信委員会 構成員
氏名 主要現職

主査
委員

安藤 真 東京工業大学 名誉教授

主査代理
専門委員

寳迫 巌
国立研究開発法人情報通信研究機構 ワイヤレスネットワーク総合研究センター
総合研究センター長

委員 森川 博之 東京大学大学院 工学系研究科 教授

専門委員 秋山 裕子 富士通株式会社 共通技術開発統括部 ソフトウエア化技術開発室長

〃 飯塚 留美
一般財団法人マルチメディア振興センター
ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

〃 伊藤 数子 特定非営利活動法人STAND 代表理事

〃 河野 隆二 横浜国立大学大学院 工学研究院 教授 兼 同大学 未来情報通信医療社会基盤センター長

〃 児玉 俊介 一般社団法人電波産業会 専務理事

〃 齋藤 一賢 日本電信電話株式会社 技術企画部門 電波室長

〃 田中 秀一 一般社団法人全国陸上無線協会 専務理事

〃 田丸 健三郎
日本マイクロソフト株式会社 技術統括室 業務執行役員
ナショナルテクノロジーオフィサー

〃 土田 健一 日本放送協会 放送技術研究所 伝送システム研究部 部長

〃 日野岳 充 一般社団法人日本アマチユア無線連盟 専務理事

〃 藤井 威生 電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケーション研究センター 教授

〃 藤野 義之 東洋大学 理工学部 電気電子情報工学科 教授

〃 本多 美雄 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長

〃 松尾 綾子
株式会社東芝 情報通信プラットフォーム研究所
ワイヤレスシステムラボラトリー 研究主幹

〃 三谷 政昭 東京電機大学 工学部 情報通信工学科 教授

〃 三次 仁 慶應義塾大学 環境情報学部 教授

〃 吉田 貴容美 日本無線株式会社 新規事業開発本部 新規事業開発企画部 シニアエキスパート



18【参考】UWB無線システム屋外利用検討作業班 構成員
氏名 所属、役職

主任 眞田 幸俊 慶應義塾大学 理工学部 電子工学科 教授

主任代理 李 還幇
国立研究開発法人情報通信研究機構
ワイヤレスネットワーク総合研究センター 総括研究員

構成員 阿部 敏和 防衛省 整備計画局 情報通信課 電磁波政策室 防衛部員

構成員 雨澤 泰治 株式会社モバイルテクノ 新商品企画室 室長

構成員 飯塚 留美
一般財団法人マルチメディア振興センター
ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

構成員 市川 麻里 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 周波数管理室長（※第６回会合まで参画）

構成員 上田 陽市 一般社団法人電波産業会 研究開発本部 移動通信グループ 主任研究員

構成員 江原 隆 ビー・エム・ダブリュー株式会社 デベロップメント・ジャパン テクノロジー・オフィス

構成員 大石 雅寿
大学利用機関法人自然科学研究機構国立天文台
天文情報センター・周波数資源保護室・室長 特任教授

構成員 小竹 信幸 一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター 技術部

構成員 鬼山 昭男 株式会社パスコ 衛星事業部 顧問

構成員 梶原 佑介 気象庁 大気海洋部 観測整備計画課 遠隔観測技術管理調整官

構成員 河村 暁子
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 電子航法研究所
監視通信領域 主幹研究員

構成員 齋藤 一賢 日本電信電話株式会社 技術企画部門 電波室 室長

構成員 佐藤 誠 日本テレビ放送網株式会社 技術統括局 専任部次長

構成員 田北 順二 一般社団法人全国船舶無線協会 水洋会部会 事務局長

構成員 田島 慶一 スカパーJSAT株式会社 メディア技術本部 システム技術部・放送技術主幹

構成員 田中 祥次 株式会社放送衛星システム

構成員 谷澤 正彦 日本無線株式会社 事業本部 部長 技術統括担当

構成員 富樫 浩行 株式会社ディーエスピーリサーチ

構成員 濱中 太郎 日本放送協会 技術局計画管理部

構成員 藤村 卓史 日本電気株式会社 レーダシステム部/電波・誘導事業部

構成員 松本 浩幸 コンチネンタル・オートモーティブ株式会社 先行技術開発本部

構成員 三島 安博 Apple Japan, Inc. Wireless Design

構成員 湯通堂 亨 国土交通省国土地理院 測地部 宇宙測地課 課長補佐

構成員 渡辺 知尚 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 周波数管理室長（※第７回会合より参画）


